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認可地縁団体
運営の手引
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１．認可地縁団体とは
地域住民により自治会が組織され、住民相互の連絡、福祉向上、環境整備、集会施設の維持な
ど良好な地域社会の維持及び形成されています。
しかし、これまで、自治会等の団体が法制度上何等の位置づけもされていなかったことにより制
約があり、特に法人格がないことから、自治会等が、土地や集会施設などの財産を保有している場
合であっても、自治会名義での不動産登記はできませんでした。
そのため、自治会等の財産を不動産登記するときは、会長個人または役員の共有名義で、不動
産登記を行っていましたが、役員交代のたびに不動産の所有権の変更登記 が必要となることや、
名義人の死亡による相続の問題など、自治会等が保有する資産 をめぐるトラブルが全国で生じて
ていました。

そこで、平成３年に地方自治法の一部改正において、自治会等地域的共同活動を行う団体が
不動産等を保有または保有を予定している自治会等は、市町村に届出を行い、市町村から認可
されると、自治会として法人格 が認められ(以下「法人化」)、自治会名義での不動産登記ができ
るようになりました。
この不動産を保有するため、法人として認可を受けた自治会等を「認可地縁団体」 と言いま す。

なお、不動産を保有、保有を予定していない自治会等は認可地縁団体と なることはできません。
認可地縁団体となることのメリットは、認可地縁団体の名義で不動産登記ができることです。これにより、一度、認可地縁団体の名義で不動産登記を行えば、以後、認可地縁団体の代表者が変更になった場合でも、法務局での不動産の所有権登記内容の変更は必要ありません。
また、登記により、不動産が認可地縁団体の所有であること が明らかとなります。
認可地縁団体は、地方自治法により認められた団体ですので、地方自治法に則した規約を定める
とともに、いくつかの義務が課せられ、より民主的な運営が求められます。
また、規約の変更、会の解散、財産の処分等にあたっては、地方自治法の規定に基づいて規約
に定めたうえで、運用しなくてはいけません。

「不動産等」とは、
・不動産登記法第１条各号に掲げる土地及び建物に関する権利
・立木に関する法律第１条第１項に規定する「立木」の所有権、抵当権
・登録が必要な国債、地方債、社債などの金融資産
などをいいます。
２．認可地縁団体になるための要件
不動産等の財産を保有、または保有を予定している自治会等が、認可地縁団体となるために
は、市長の認可が必要です。認可のためには、以下の4つの条件を満たして いる必要があります。
なお、不動産を保有、保有を予定しない自治会等は、認可地縁団体となることはで きません。
①その区域の住民相互の連携、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域 社会の維持
及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現に その活動を行っていると認
められること。【地方自治法第260条の2第2項第1号】

     　地域的な共同活動とは、清掃・美化活動、防犯・防災活動、集会所の管理運営や親睦行事 など、一般
　　　的な自治会・町会活動のことです。 現に活動を行っていると認めるには、過去２年以上の活動の実績と
ともに、現在活動して いることが必要です。【地方自治法第260条の2第4項】
②その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。
        【地方自治法第260条の2第2項第2号】
認可地縁団体の区域・範囲が、図面や地番などにより、客観的にわかる状態であることを意味します。
他の認可地縁団体の区域と重なる場合は、調整して重ならないようにする必 要があります。
③その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものと し、その相当数
の者が現に構成員となっていること。
　　　　【地方自治法第260条の2第2項第3号】
その区域に住む全ての個人が入会を希望した場合加入できる、という意味です。世帯を単位とすること
は認められず、また、区域に住所があること以外に、年齢・性別・国籍等の 条件をつけてはいけません。
相当数とは、その区域の全住民(自治会・町会に加入していな い人を含む)の過半数です。
    ④規約を定めていること。【地方自治法第260条の2第2項第4号】
①目的②名称③区域④主たる事務所の所在地⑤構成員の資格に関する事項⑥代表者に関する事項
⑦会議に関する事項⑧資産に関する事項が定められていることが必要です。
【地方自 治法第260条の2第3項】
この要件を満たさなくなった場合、地方自治法第２６０条の２第１４項の規定により、
認可地縁団体として認められなくなりますので、運営にあたっては注意してください。
３．認可地縁団体の自治会等運営
認可地縁団体になると、地方自治法の定めにより、今まで以上に、より民主的な自治会運営が求められます。
また、法律により、認可地縁団体が行わなくてはいけない義務が生じます。特に以下の事項
については、くれぐれも注意してください。
①総会の開催と議決【地方自治法第260条の13】
    認可地縁団体は、少なくとも年1回は通常総会を行わなくてはいけません。
  自治会運営においては、世帯単位で、総会の定足数、表決権を保有することが一般的ですが、
認可地縁団体になると、財産や規約の改廃、認可地縁団体の解散などの重要事項については、 定足数・表決権ともに会員個人を単位とし、総会を開催しなくてはいけません。
【地方自治法第260条の3 他】
②常備すべき書類 
財産目録の作成と備え置き義務【地方自治法第260条の4第1項】
認可地縁団体は、認可を受ける時及び毎年1月から3月までの間に財産目録を作成し、常に事務
所に備え置いてください。
会員名簿の作成と備え置き義務【地方自治法第260条の4第2項】
個人を単位とした認可地縁団体の会員名簿を作成し、事務所に備え置くとともに、会員の変更（入
会、退会）があるごとに修正してください。
③規約の変更【地方自治法第260条の3】
規約の変更は、総会の議決の後に、市長が認可をして、はじめて有効となります。規約の変更を総会で提案する予定があるときは、総会前に必ず地域支援課までご連絡ください。規約の内容について不備がある時は、認められない場合があります。
規約の変更は、認可地縁団体の総会において「規約変更の決議」が必要です。なお、規約の変更は、地方自治法により（規約において定めのある場合は除く。　）　、全会員の４分の３以上の同意がないと変更できません。
総会決議の後に、下記の書類を市に届出してください。市が認可し、告示します。（認可には 一ケ月程度かかります。）
【申請書類】
・規約変更認可申請書（P.1４）
・規約変更を総会で決議したことを証する書類（総会議事録）
④代表者の変更など【地方自治法第260条の2第11項・第260条の5】
認可地縁団体は、代表者を一人定めることが必要です。代表者は、認可地縁団体のすべての事務について、認可地縁団体を代表します。ただし、規約の規定や総会の決議に反することはできず、民主的な運営が求められます。
また、認可地縁団体の代者等を変更した場合、告示事項変更の届出が必要です。届出がない場合、告示された代表者は変更となりませんので、ご注意ください。
【申請書類】
・告示事項変更届出書（P.1２）
・代表者の変更を総会で決議したことを証する書類（総会議事録）
⑤告示事項の変更（主たる事務所の変更など）【地方自治法第260条の2第11項】

　市は、認可地縁団体の「設立目的」、「名称」、「主たる事務所の所在地」、「代表者に関する事項」
などについて告示しています。
告示した事項に変更があった場合、告示事項の変更の届出が義務付けられています。
【申請書類】
・告示事項変更届出書（P.1３）
・告示事項が変更となったことがわかる書類（総会議事録）
４．認可地縁団体の法人認可の取り消しと解散
①取り消し
認可地縁団体が以下の１つに該当するときは、市長は認可を取消すことがあります。
・認可地縁団体の要件（P.2参照）のいずれかを欠いたとき
・不正な手段により届出し、認可を受けたとき
②解散等
認可地縁団体が以下の１つに該当するとき、認可地縁団体は解散します。
・不動産を所有しなくなったとき
・規約で定めた解散理由が発生したとき
・破産手続開始の決定がなされたとき
・菊川市長が、法人認可を取消ししたとき
・認可地縁団体の総会で解散を決議したとき
・認可地縁団体の会員が著しく減少したとき
５．認可地縁団体に関する証明書
        認可地縁団体に対して、市は以下の二つの証明書を発行しています。
        申請の方法及び手数料は次のとおりです。
認可地縁団体証明書：300円/１通 【菊川市手数料条例第2条】
【手続方法】
「税証明、法人証明、その他の証明等交付請求書」（P.1２）を地域支援課に直接、または郵送で
送付ください。
郵送の場合切手を貼った返信用の封筒を必ず同封してください。
【注意事項】
登記事項に変更が生じたときは、告示事項変更届出書（P.1３）により、登記事項の変更の届出
を行ってください。
証明書の発行は、市が登録事項を確認し、告示した後となりますので、変更届出後２週間程度
の後となります。
認可地縁団体印鑑登録証明書：300円/１通     【菊川市手数料条例第2条】
【手続方法】
①認可地縁団体印鑑登録の申請
認可地縁団体の代表者が「認可地縁団体印鑑登録申請書」（P.1５）に、登録する認可地縁団体の
印鑑、代表者個人の印鑑登録証明書、運転免許証などの申請を行う者の本人確認書類を添えて、
地域支援課に印鑑登録の届出をしてください。
②印鑑登録
市は、申請に基づき印鑑登録を行います。　（1週間程度かかります。）
③認可地縁団体印鑑登録証明書の申請・発行
認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書（P.1６）と、登録した認可地縁団体の印鑑、申請手
続を行う者の本人確認書類を添えて、地域支援課窓口で直接、証明書の発行を申請してください。
【注意事項】
※印鑑登録証明書の発行は、時間がかかりますので、あらかじめご連絡ください。
※代理の方が手続きを行う場合は、代表者本人が記入した代理人への委任状と、運転免許証など
の代理人の顔写真のついた本人確認書類が必要です。
※登録した印鑑を紛失した場合、代表者が変更となった場合は、認可地縁団体印鑑登録廃止申請
書（P.1７）により、速やかに廃止の手続きをしてください。
※届出事項の変更が明らかな場合、市が印鑑登録の廃止を行う場合があります。
登録できる印鑑
・変形しにくい素材で作られていること。（ゴム印は登録できません。）
・直径8mm以上、30mm以内の長方形に収まる鮮明な印影であること。
・印影から、認可地縁団体の印鑑であることがわかること
【認可地縁団体に関するＱ＆Ａ】
Ｑ．１　認可地縁団体になると、市の管理下におかれることになるのですか？
Ａ．１  市は自治会等が権利義務の主体となるための必要な要件を満たしているかを確認するもので、
市は、従来からの自治会等と同様住民が自主的に組織して活動するものであり、市の行政権限を分担したり、市の下部組織とみなされることはありません。
Ｑ．２
 認可地縁団体になれる自治会等の団体とはどのような団体ですか。
Ａ．２ 　不動産等の財産を保有、または保有を予定している団体で、一定の区域に住所を有する者が、
地縁に基づき形成された自治会等を対象としています。ただし、次の団体は、認可地縁団体
           になれません。
①構成員に対して住所以外に性別や年齢などの属性を必要とする団体
（高齢者クラブ、子ども会、婦人会など）
②特定の活動だけを行う団体（スポ－ツ団体、自然環境保護団体など）
③不動産等を保有していない（保有予定がない）団体
Ｑ．３
 未成年者を構成員から除外することは可能ですか？
Ａ．３
  地縁団体の構成員は、区域に住所を有する自然人たる個人であり、区域に住所を有するこ
            と以外には年齢、性別、国籍等の条件は付せないこととされています。よって、区域内に居
            住する認可地縁団体に入会を希望する者に対して、未成年者であることをもって構成員から            除外することはできません。なお、未成年者の表決権の行使に当たっては、民法の規定に
            従い、法定代理人(親権者)の同意を要することになります。
Ｑ．４
 認可地縁団体には、地域の全ての住民が加入する必要があるの？
Ａ．４
 認可地縁団体は、一定の区域に住所を有する人の地縁による集まりですが、入会は強制で
           はありません。なお、認可地縁団体は、区域内に居住し、入会を希望する者を拒む、または
不当な入会金など拒む環境をつくることはできません。なお、認可地縁団体の認可の要件と
して、区域内に居住する住民の概ね半分の住民が会員となっていることを要件としており、
市は、地域活動の実践団体としての自治会と自治会活動を応援しています。
Ｑ．５
 会員は個人となるが会費はどうするのですか？
Ａ．５
 従来どおり、世帯単位で徴収する認可地縁団体が多いです。
Ｑ．６
 構成員には個人のみを認め、法人が認められないのはなぜですか？
Ａ．６
 地域社会における近隣関係の中心は、活動の主体である人と人とのつながりにあるもので
           あり、法人は地域社会にとっては第二次的な参加者に過ぎないと考えられることから、構成
           員とはなり得ないとされています。なお、法人については、団体の意思決定への参加や直接
           の活動は行わないものの、団体に対し様々な支援を行う関係から「賛助会員」として位置付
け、その活動に参加することは可能であると考えます。
Ｑ．７
 申請時に提出する会員名簿はどのようなものですか？ 
Ａ．７
 会員それぞれの氏名・住所のみを記載したものを提出してください。
Ｑ．８
 外国人であっても地縁による団体の構成員になり得ますか？ 
Ａ．８　 地縁による団体の構成員は、自然人たる住民であり、外国人であっても、住民であれば地縁による団体の構成員として含まれます。
Ｑ．９
 規約変更時の手続きはどのようにすればよいですか？
Ａ．９
  規約変更する場合は、事前に地域支援課で変更内容について協議をしたうえで、総会での
議決を受けて変更することになります。会費など適宜変更の可能性がある項目については、
別に細則を定めることもできます。なお、細則で定める規定の変更については、市への協議
は必要ありません。
Ｑ．10
 会員名簿の内容に変更があった場合、市に届け出るのですか？
Ａ．10
  市へ名簿を提出いただくのは、認可申請時のみです。会員の変更時に市に届出いただく必要
はありません。ただし、認可地縁団体は、会員の変更について、地方自治法により、記録する義務が課せられていますので、適切に処理してください。
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８．認可地縁団体印鑑登録廃止申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.１７
　　　　年度　　　　　自治会通常総会議事録

招集年月日　　　　　　年　　月　　日

開催日時　　　　   　　年　　月　　日

開催場所　　　　菊川市 　　　　　番地の　　　　　　　　公会堂（公民館）

会員数　　　　　　　　　　名

出席会員数　　 出席会員数　　　　名（ 委任状　　　　名）

　　　　　　　　　　　　　　 出席会員比率　　　　　％

　定刻となり　　　　　　　は選ばれて議長となり、本総会の出席者数は会員数の過半数に達し成立した旨を告げ開会を宣言し議案の審議に入った。

　議長は本総会の議事録署名人として 　　　　・　　　　　 を指名し、また書記として　　　　　　　　を指名し全員これを承認した。

　議事の経過の要領及び議案決議の結果

　最初に会長から３議案一括して提案理由の説明があった。

議事

　　第１号議案　　　　　年度事業報告並びに収支決算認定について

　　　①　　　　　年度　　　　　　自治会事業報告

　　 　②　　　　　年度　　　　　　自治会決算書

　　　監査員　　　　　　・　　　　　　により厳正なる監査が実施され相違ないことの

　　報告を受ける。

　　慎重審議の結果全員一致で全ての議案が承認された。

　　第２号議案　　　　　年度事業計画並びに収支予算案について

　　　①　　　　　年度　　　　　　自治会事業計画

　　　 ②　　　　　年度　　　　　　自治会予算案

　　慎重審議の結果全員一致で全ての議案が承認された。

　　第３号議案　新役員承認について

　　　会長・副会長は選挙、監事・委員は推薦により選出し総会に諮ったところ全員

　　一致で承認される。

　　　　　　　会長　  　

　　　　　　　副会長　

　　　　　　　会計　　

　　　　　　　委員　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　      監事　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

以上をもって議事を終了したので議長は閉会を宣言し解散した。

上記の議決事項を明確にするために議事録を作成し議長並びに議事録署名人は記名し押印する。

　　    　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    　　 eq \o\ac(○,印)

　　　　　　　　　　　　　　　　議事録署名人　　　　　　　　　　　　　　　                                eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                       eq \o\ac(○,印)
委任状
記載例
私は○○○○を代理人と定め、下記事項を委任します。 
記
○○年●●●自治会定期総会議案に関すること。 
○○年○○月○○日
住所
氏名
印
議決権行使書
記載例
私 は　　○○年度●●●自治会 定期総会の議案につき下記のとおり 議決権を行使します。 
　　　　　　　　　　　第１号議案（　　賛　　　　・　　　　　否　　　）
第２号議案（　　賛　　　　・　　　　　否　　　）
第３号議案（　　賛　　　　・　　　　　否　　　）
第４号議案（　　賛　　　　・　　　　　否　　　）
第５号議案（　　賛　　　　・　　　　　否　　　）
　　　　○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　　 住　所　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名                                  印


  年  　月  　日

　菊川市長　太　田　順　一　宛

                                                                 地縁による団体の名称及び主たる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名及び住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名　　　　　　　　　　        　　　　 eq \o\ac(○,印)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  住　所

告示事項変更届出書


 下記事項について変更があったので、地方自治法第２６０条の２第11項の規定により、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届け出ます。

記


１　変更があった事項及びその内容

　２　変更の年月日

　３　変更の理由

　　 年　　 月 　　日

　菊川市長　太　田　順　一　宛

地縁による団体の名称及び主たる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　             　  名　称　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                        所在地　

　　　　　　　　　　　　　　　　　                        　 代表者の氏名及び住所

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　                        　 氏　名　　　　 　　　       　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　    　 　住　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

規約変更認可申請書


地方自治法第２６０条の３により規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。

記

（別添書類）


１．規約変更の内容及び理由を記載した書類

　　　　　
　２．規約変更を総会で議決したことを証する書類

　　　
様式第１号（第３関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	認可地縁団体印鑑登録申請書

　菊川市長　太　田　順　一　あて　　　　

　       　　　　      　       　年　　月　　日

	
	登録しようとする認可地縁団体印鑑
	
	認可地縁団体の名称
	
	

	
	
	
	
	
	認可地縁団体の事務所の所在地
	
	

	
	
	
	
	
	
	菊川市
	

	
	
	
	
	
	（資格）

氏名
	（代表者）

                 ㊞
	生年月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	住所　
	
	

	
	
	

	
	　上記のとおり認可地縁団体印鑑の登録を申請します。

　　申請者　　□本人　　　住所　
　　　　　　　□代理人　　氏名　
	

	（注）
１　この申請は本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任の旨を証する書面が必要です。
２　登録しようとする認可地縁団体印鑑を併せて提出してください。
３　氏名の次には当市において登録されている個人の印鑑を押印してください。
４　資格（　　）の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してください。


様式第３号（第７関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書

　菊川市長　太　田　順　一　あて　　　　　                                                    　　　　   　　　年　　月      　日

	
	登録されている

認可地縁団体印鑑
	認可地縁団体の名称
	
	

	
	
	
	
	認可地縁団体の事務所の所在地
	
	

	
	
	
	
	
	菊川市
	

	
	
	
	
	（資格）

氏名
	（代表者）


	生年月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	

	
	上記のとおり認可地縁団体印鑑登録証明書　　　枚の交付を申請します。

　　申請者　　□本人　　　住所　
　　　　　　　□代理人　　氏名　
	

	（注）
１　この申請は本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任の旨を証する書面が必要です。
２　資格（　　）の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してください。


様式第５号（第８関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	認可地縁団体印鑑登録廃止申請書

　菊川市長　太　田　順　一　あて　　　　　

　　　　          　　   年　　月　　日

	廃止しようとする認可地縁団体印鑑
	
	認可地縁団体の名称
	

	
	
	
	
	
	認可地縁団体の事務所の所在地
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（資格）

氏名
	（）
	生年月日
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	

	

	　上記のとおり認可地縁団体印鑑の廃止を申請します。

　　申請者　　□本人　　　住所
　　　　　　　□代理人　　氏名

	（注）
１　この申請は本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任の旨を証する書面が必要です。
２　登録している地縁団体印鑑を亡失された場合には、当市において登録されている個人の印鑑を添付してください。
３　資格（　　）の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してください。



- 1 -





地域支援課





- 17 -








